
商工費…1.8％　464,723 千円
　議会費…0.9％　249,096 千円
　災害復旧費…0.3％　75,524 千円
　　予備費…0.2％　40,000 千円
　　労働費…0.1％　29,561 千円

民生費…28.9％
7,674,993 千円

公債費…11.7％
3,092,797 千円

総務費…11.5％
3,057,517 千円

土木費…10.6％
2,823,821 千円

教育費…9.3％
2,469,508 千円

諸支出金…8.2％
2,161,834 千円

衛生費…5.7％
1,515,490 千円

消防費…5.2％
1,379,056 千円

農林水産業費…5.6％
1,486,080 千円

商工費…1.8％　464,723 千円
　議会費…0.9％　249,096 千円
　災害復旧費…0.3％　75,524 千円
　　予備費…0.2％　40,000 千円
　　労働費…0.1％　29,561 千円

民生費…28.9％
7,674,993 千円

公債費…11.7％
3,092,797 千円

総務費…11.5％
3,057,517 千円

土木費…10.6％
2,823,821 千円

教育費…9.3％
2,469,508 千円

諸支出金…8.2％
2,161,834 千円

衛生費…5.7％
1,515,490 千円

消防費…5.2％
1,379,056 千円

農林水産業費…5.6％
1,486,080 千円

予算特集

人口69,362人（H･24. ３. １現在）

工
事
中

法人市民税

民生費

固定資産税

歳　入

地方交付税…32.8％
8,700,000 千円

市税…25.0％
6,638,999 千円

市債…10.9％
2,882,700 千円

国庫支出金…9.5％
2,510,067 千円

県支出金…7.8％
2,063,039 千円

分担金及び負担金…2.7％
705,337 千円

地方消費税交付金…2.6％
680,000 千円

繰入金…1.8％
489,494 千円

諸収入…1.8％
466,023 千円

使用料及び手数料…1.6％
417,484 千円
繰越金…1.5％　400,000 千円
地方譲与税…1.3％　355,000 千円

自動車取得税交付金…0.5％
120,000 千円

地方特例交付金…0.1％
24,000 千円

地方交付税…32.8％
8,700,000 千円

市税…25.0％
6,638,999 千円

市債…10.9％
2,882,700 千円

国庫支出金…9.5％
2,510,067 千円

県支出金…7.8％
2,063,039 千円

分担金及び負担金…2.7％
705,337 千円

地方消費税交付金…2.6％
680,000 千円

繰入金…1.8％
489,494 千円

諸収入…1.8％
466,023 千円

使用料及び手数料…1.6％
417,484 千円
繰越金…1.5％　400,000 千円
地方譲与税…1.3％　355,000 千円

自動車取得税交付金…0.5％
120,000 千円

その他…0.1％　67,857 千円

一般会計

歳入
265億2,000万円265億2,000万円

一般会計

歳出

歳　出
市税は、66億3,899万9,000円で前年度と比べ、7,959

万8,000円（1.2％）の減の見込みです。地方交付税
は87億円で、前年度と比べ普通交付税を2億円（2.6％）の
増額としています。国庫支出金は、前年度と比べ5億117
万2,000円（16.6％）の減。県支出金は前年度と比べ、6億
6,742万3,000円（47.8％）の増額としました。県支出金の
主なものは、障害者自立支援給付費等負担金、子どものた
めの手当負担金、「輝け！ちばの園芸」産地整備支援事業費
補助金、被災者住宅再建支援事業費補助金などです。

目的別歳出では、民生費が最も多く、全体の28.9％
となっています。子どものための手当の支給や福祉

サービスに充てられます。続く公債費は、借入金の返済で、
昨年の32億2,853万4,000円と比べ1億3,573万7,000円
（4.2％）の減となっています。総務費は全体の11.5％、庁
舎管理やコミュニティバスの運営などに充てられます。土
木費は10.6％、被災者住宅の再建支援、道路排水路の整
備などに充てられます。

民生費
110,700円

総務費
44,100円

土木費
40,700円

公債費 44,600円
教育費 35,600円
諸支出金 31,200円
衛生費 21,800円
農林水産業費 21,400円
消防費 19,900円
商工費 6,700円
そのほか 5,700円
※100円未満四捨五入

市税の内訳市民１人当たりに使われるお金の内訳

個人市民税
2,674,990千円

法人市民税
452,379千円

固定資産税
2,695,539千円

市たばこ税 441,835千円
都市計画税 230,509千円
軽自動車税 137,927千円
入湯税 5,760千円
特別土地保有税 60千円

　市民１人当たりが納める市税 
　96,000円　※1,000円未満四捨五入

（市税予算額6,638,999千円÷人口69,362人）

　　　   市民１人当たりに使われるお金 
　　　   382,000円　※1,000円未満四捨五入

（一般会計予算額265億2,000万円÷人口69,362人）

工
事
中

法人市民税

民生費

固定資産税

工
事
中

法人市民税

民生費

固定資産税

工
事
中

法人市民税

民生費

固定資産税

工
事
中

法人市民税

民生費

固定資産税

工
事
中

法人市民税

民生費

固定資産税
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本
市
の
財
政
は
、
地
方
交
付
税
は
増
額

が
見
込
ま
れ
る
も
の
の
、
地
方
特
例
交
付

金
や
譲
与
税
は
減
額
と
な
る
見
込
み
で
あ

り
、
税
収
も
震
災
の
影
響
や
景
気
の
低
迷

な
ど
か
ら
、
減
収
見
込
み
で
あ
る
な
ど
、

歳
入
全
体
の
見
通
し
は
依
然
と
し
て
厳
し

い
状
況
に
あ
り
ま
す
。

　
歳
出
は
、
被
災
者
の
再
建
対
策
、
地
域

経
済
の
再
興
、
災
害
に
強
い
地
域
づ
く
り

な
ど
、
さ
ま
ざ
ま
な
課
題
に
対
応
し
た
新

し
い
ま
ち
づ
く
り
の
推
進
や
、
社
会
保
障

費
を
は
じ
め
と
す
る
義
務
的
経
費
な
ど
、

多
く
の
財
政
需
要
が
見
込
ま
れ
て
い
ま
す
。

　
こ
の
よ
う
な
中
、
本
年
度
の
予
算
編
成

は
、
災
害
に
関
す
る
国
・
県
補
助
金
や
市

債
お
よ
び
基
金
を
活
用
し
、
震
災
か
ら
の

一
刻
も
早
い
復
旧
・
復
興
に
よ
り
、
安
全

で
安
心
な
暮
ら
し
を
確
保
す
る
道
筋
を
立

て
る
と
と
も
に
、
被
災
者
の
市
内
で
の
住

宅
再
建
を
含
め
、
人
口
減
少
に
歯
止
め
を

か
け
る
施
策
の
展
開
を
最
重
要
課
題
と
し

て
取
り
組
む
も
の
と
し
て
い
ま
す
。

　
ま
た
合
併
に
よ
る
国
の
財
政
支
援
の
終

期
を
見
据
え
、
よ
り
一
層
簡
素
で
効
率
的

な
行
財
政
シ
ス
テ
ム
を
構
築
し
、
後
期
基

本
計
画
な
ど
に
掲
げ
る
諸
施
策
を
バ
ラ
ン

ス
よ
く
展
開
す
る
こ
と
で
、
市
民
福
祉
の

向
上
に
努
め
、
本
市
の
一
体
性
の
確
立
と

均
衡
あ
る
発
展
を
目
指
す
こ
と
を
基
本
と

し
て
い
ま
す
。

予
算
特
集

平
成
24
年
度
当
初
予
算

一
般
会
計
予
算
は
２
６
５
億
２
、０
０
０
万
円

　
平
成
24
年
度
の
当
初
予
算
が
、
市
議
会
第
1
回
定
例
会
で
決
ま
り
ま
し
た
。
予
算
の

総
額
は
８
３
６
億
３
、
７
７
２
万
１
、
０
０
０
円
で
す
。

　
内
訳
は
下
表
の
と
お
り
、
一
般
会
計
が
、
２
６
５
億
２
、
０
０
０
万
円
、
特
別
会
計
は
、

５
会
計
を
合
わ
せ
て
１
４
６
億
１
、
０
０
０
万
円
、
企
業
会
計
は
、
水
道
事
業
、
病
院

事
業
の
２
会
計（
平
成
23
年
度
で
国
民
宿
舎
事
業
会
計
が
廃
止
）を
合
わ
せ
て
、
４
２
５

億
７
７
２
万
１
、
０
０
０
円
で
す
。

年度　
　会計名

平成24年度
当初予算
①

平成23年度
当初予算
②

比較増減
増減額

①･－･②　③
増減率
③･/･②

一般会計 26,520,000 26,850,000 △ 330,000 △ 1.2％

特別会計

国民健康保険事業
（事業勘定） 9,140,000 9,250,000 △ 110,000 △ 1.2％

国民健康保険事業
（施設勘定） 54,000 79,000 △ 25,000 △ 31.6％

後期高齢者医療 476,000 425,000 51,000 12.0％
介護保険事業 4,281,000 3,922,000 359,000 9.2％
下水道事業 607,000 973,000 △ 366,000 △ 37.6％
農業集落排水事業 52,000 52,000 0   -　
小計 14,610,000 14,701,000 △ 91,000 △ 0.6％

企業会計

水道事業
（収） 1,441,251 1,475,314 △ 34,063 △ 2.3％
（資） 477,928 593,652 △ 115,724 △ 19.5％

計 1,919,179 2,068,966 △ 149,787 △ 7.2％

病院事業
（収） 35,889,469 34,964,737 924,732 2.6％
（資） 4,699,073 6,433,562 △ 1,734,489 △ 27.0％

計 40,588,542 41,398,299 △ 809,757 △ 2.0％

国民宿舎事業
（収）

会計廃止
242,210 △ 242,210 皆 減

（資） 17,862 △ 17,862 皆 減
計 0 260,072 △ 260,072 皆 減

小計 42,507,721 43,727,337 △ 1,219,616 △ 2.8％
合計　　　　　 83,637,721 85,278,337 △ 1,640,616 △ 1.9％

予算の規模

※ 企業会計欄の（収）は収益的支出、（資）は資本的支出です。

（単位：千円）

問
い
合
わ
せ
先

　
財
政
課
財
政
班　

☎
62
‐
５
３
１
６

広報あさひ　2012.4.1 2


	asahi120401_ 3.pdf
	asahi120401_ 2

